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ＮＰＯ活動の輪を広げるのに欠かせない広報


日本では現在１万を超えるＮＰＯ法人が活動しています。そのほか、小さなボランティアグループなど任意団体も含めると、市民活動団体は全国で８万ぐらいあると推計されています。いろいろな規模の団体が自分たちの地域をよくしようと、様々な分野で頑張っています。

しかし、ＮＰＯは、まだ社会的に充分認知されているとはいえません。ＮＰＯという言葉は皆知っていても、そうしたＮＰＯや市民活動団体が実際どのようなことを行っているかは知られていないのです。

　こうした状況のなかで、ＮＰＯが活動の輪を広げていくためには、事業の目的や内容を理解してもらい、参加してもらうための努力と工夫が必要になってきます。

組織の目的を実現しようとするときに、「人を集める」「資金を募る」「コーディネートする」という活動が必要です。それを行う上で欠かせないのが広報です。各々のＮＰＯが目的とする活動が第一次とすれば広報は二次的な活動です。二次的といっても、一次的な活動に比べて重要ではないということではなく、一次的な活動を実現するため欠かせないものです。


広報とは、「コミュニケーション」


ＮＰＯにとっての広報活動の目的は三つあります。一つは、活動の資源といわれる「人・もの・お金・情報」を集めるため。二つ目は、会員に機関紙を送るなどして、普段からコンセンサス（合意形成）やコミュニケーションをつくっておくため。三つ目は、社会的な啓発活動により、その環境づくり、基盤づくりを行うためです。

　ＮＰＯ活動は対価の得にくい活動です。もちろん、ビジネスとして成り立っている組織もありますが、草刈やゴミ拾いをしたとしても、それに対してお金がもらえるわけではありません。そこで重要になってくるのがボランティアの存在であり、寄付金や情報です。活動を支えてくれる様々な立場の人に、それぞれの方法で情報を提供することが大切です。

　また、ＮＰＯに対する社会的なニーズが高まっているなかで、ＮＰＯが行政から委託を受けて活動を行うケースも増えてきています。2002年度ボランタリーネイバーズが愛知県から受託して行った広報支援活動もそうなのですが、このようにＮＰＯが公共サービスの一旦を担うようになってくると、単に会員だけでなく、社会一般に対して組織の活動を説明していくことが重要になってきます。

　広報が大切だと気づいているのに、多くのＮＰＯでは効果的な方法がわからないのが現状です。広報のねらいをはっきりさせ、ツールを選択し、各メディアとの付き合い方を知ることで、小さなボランティアグループでもインパクトのある広報活動をしていくことは可能です。




相手に理解される言葉と方法で伝える


　組織の活動を知ってもらいたいときに、まず考えなければならないのは、「何を」「誰に」「どういう目的で」「どんな手段を使って」知らせるのかということです。

　チラシを配るにしても、つくって、どこかに置いておくのはだめで、相手に届いて、理解されなければ意味がありません。そのためには、自分たちの言葉、自分たちだけがわかる言葉で表現してはだめです。例えば、高齢者に伝えたいときに、インターネットを使ったり、小さな字でチラシをつくったりしていては伝わりません。相手に理解されるには、相手の立場にたって、相手に理解される言葉と方法で伝える。そして、起きた反応に対して、もう一度メッセージを返す。この繰り返しが大切なのです。一方的なＰＲではなく、相手や社会とのコミュニケーションをつくり上げていくことが広報です。この広報力を高めることで、ＮＰＯ活動をもっともっと大きく広げていくことができるのです。

　小さな組織では広報の専任を置くことは難しいと思いますが、できるだけ広報のノウハウを共有できるよう、マニュアルなどを作成して継続的な広報活動を行う仕組みをつくるといいでしょう。技術的なスタッフがいなければ、ボランティアなどを募って、そういった面をカバーしていくことも有効です。


マスコミの活用など多角的な広報活動を


　自分たちの手段で、自分たちのもっている言葉で広報する一方で、私は、ＮＰＯの広報活動として、マスコミなど第三者を活用した広報活動に注目していきたいと思います。

　愛知県・知多半島の半田市に「ふわり」という障害者福祉系のＮＰＯがあります。代表をはじめ、活動しているメンバーのほとんどは20代、30代の若い人たちです。「ふわり」が障害者のための施設を設けたいということで、市に交渉したのですが、当初はうまくいきませんでした。そこで「ふわり」では、外国の版画展を企画し、地元マスコミなどにも情報提供して宣伝してもらったところ、千人以上の人が集まりました。これで一気に「ふわり」の社会的認知が進み、そこでもう一度市に交渉しました。これが施設を貸してもらえる一因になったのです。

これはまさに戦略的な広報活動といえます。「ふわり」も最初の頃は近くの大学の前でボランティア募集のチラシを配るなど、地道な活動を行っていました。こうした日頃からの広報活動があってこそ、大きな活動につながったと思います。

また、ＮＰＯは活動の現場を見てもらうのがいちばんわかり易く、知多半島で活躍するＮＰＯたちは、現場を見てもらうためのバスツアーを行っていて、効果的なＰＲに役立てています。

　このように長期的なスパンでとらえた戦略的で多角的な広報活動を考えていきたいものです。多角的・複合的な広報を行う上で、マスコミなどの第三者を活用した広報活動は効果的です。ニュースソースがあるときだけ情報提供しても取り上げられませんから、ふだんから機関紙などを送付するなど、組織や活動内容をＰＲしておくことも必要です。


市民がメディアを使いこなす社会に向けて


　ＮＰＯ活動が盛んな米国には、各地にパブリック・アクセスセンターがあり、ビデオ番組を制作する市民を対象に、機材を貸し出ししたり、ビデオ撮影・編集などの講習を行ったりしています。米国のケーブルテレビ局（テレビ保有世帯の３分の２が加入）には、番組の何％かは市民がつくった映像を無料で放送しなければいけないということが法律で義務付けられています。ですから、ＮＰＯが組織の活動をＰＲするために、テレビ局を利用してどんどん情報発信しています「広報活動が命」というくらいに米国ではＮＰＯの広報活動が活発に行われていますが、こうしたメディアの開放が進んでいるという基盤が背景にあるからです。

　映像を活用し、実際の活動の現場を見てもらうことは、ＮＰＯ活動を広げていく上でも広報効果が大きいと思います。活動の様子を収めた映像がテレビで放映され紹介されることで、新たなネットワークや交流が生まれます。日本では、一部のケーブルテレビで市民の番組づくりが進んではいますが、メディアの市民への開放はまだまだです。

　インターネット通信回線の発達や地上波のデジタル化など、市民が映像メディアを使って情報発信できる素地はできつつあります。ボランタリーネイバーズでは、現在名古屋に日本版パブリック・アクセスセンターをつくろうと準備を進めています。これが全国的な動きになれば、ＮＰＯの広報活動はさらに活発になっていくでしょう。

（同内容の談が、月刊「広報」2002年11月号／社団法人日本広報協会に掲載されました）




　ＮＰＯの広報活動では、基本的に、「自分たちの考えや活動を社会に“知らせる”“理解をしてもらう”“反応を得る”」ことを目指します。すなわち、一方通行ではなく、なんらかの反応を得ることが目的であり、広報はいわば「コミュニケーション活動」といえます。受け手との関係性を作っていくこと、コミュニティづくりとも言えるでしょう。

　

従って、以下のような視点を備えた広報が必要になります。


①その場その場の場当たり的ではなく、長期的プログラムで考えること

②単一的だけでなく、多角的・重層的に情報発信をしていくこと

③組織の運営方針や価値基準などとマッチングしていること

これらのことを考えると、ＮＰＯが目指す「コミュニケーションを起こす広報活動」は、次の要素によって展開することになると言えるでしょう。

●キーメッセージ、意見、見解、主張、情報などを　　　　　→　①　何を伝えるか
●対象とするターゲット（ステイクホルダー）に　　　　　　 　→　②　誰に伝えるか
●理解できる表現、効果的な方法・ツールを用いて　　　　→　③　どう伝えるか


的確に伝えることにより、よりよく理解させ、

ターゲットにポジティブに反応させる努力​=広報

　以下では、①「何を」②「誰に」③「どう」伝えるかについて、考えるためのワークシートをご紹介しましょう。

ワークシート １　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　何を伝えるか？　伝えたいメッセージは何か？


自分の団体が伝えたいものは何でしょうか。また、ＮＰＯの活動の中で、どんなことを伝える必要が出てくるのでしょうか。

あるテーマについて、問題や現状を社会に知らせることも一つの広報です。また、その問題に取り組む活動を進めるにあたって、必要になる人材や資金などの資源を集めるのにも広報は欠かせません。また、会員にとどまらず、企業・助成財団などから寄付や助成をもらった際には、活動の成果を伝えることも重要になってきます。

このようにＮＰＯの目的を実現する上で、どんなことを伝える必要があるのか、という視点から広報活動を組み立ててみましょう。

そしてその内容を伝えるには、どんな方法が効果的なのかを考えてみましょう。

	伝える内容
	効果的に伝える方法・媒体

	１）団体の理念


	

	２）社会に対する問題提起・理解の推進


	

	３）呼びかけ

　　ボランティア、寄付、入会、イベント
	

	４）説明・応答責任（アカウンタビリティ）


	

	５）すでに行った事業の報告・成果


	

	６）活動の雰囲気・参加している人の様子


	

	７）研究調査結果、提言


	

	８）一般的な事業内容


	

	９）近日中に行う事業・イベント


	

	10）その他


	



ワークシート ２　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　誰に伝えるか？　ステイクホルダーは誰か？


ＮＰＯ活動が成長・発展するに従って、様々な利害関係者（ステイクホルダー）が生まれてきます。従って、各々の広報活動において、誰に伝えるのかを明確にし、効果的な方法を考えることが大切です。

自分たちの目的を実現するためには、どんな層の人たちにどんな内容をどのような方法で知らせていく必要があるのでしょうか。潜在的なステイクホルダーとして対象にしたい人たちも含め、ターゲット別に整理してみるとよいでしょう。

	ステイクホルダーの種類
	どんな内容を伝える必要があるか
	彼らが関心を持っていること
	どんな風に伝えるとよいのか。

	１）会員


	
	
	

	２）サービス利用者


	
	
	

	３）寄付者


	
	
	

	４）ボランティア


	
	
	

	５）潜在的な支持者


	
	
	

	６）地域住民


	
	
	

	７）行政（市町村、都道府県、国）
	
	
	

	８）地元企業・事業所


	
	
	

	９）同じテーマのグループ・ネットワーク
	
	
	

	10）同じ地域のグループ


	
	
	

	11）オピニオン・リーダー、有識者
	
	
	

	12）マスコミ


	
	
	

	13）地域メディア


	
	
	

	14)カウンターパート


	
	
	

	15）その他


	
	
	


ワークシート ３　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　どう伝えるか？　　ツールと表現方法


情報伝達の手段は、インターネットの発達、デジタル化などめまぐるしく変化・発達しています。新しい情報ツールは、費用や技術を要することもありますが、人材が限られた小さな団体だからこそ、ツール戦略的に選択することによって効果的な情報伝達をするという考え方も大切です。自分たちが持つツールに加え、第三者、特に社会的な影響力の強いマスメディアや行政等の公的な広報ツールと連携を図ることも効果的です。

	ツール
	ツールのメリット・特徴
	誰に伝えることができるか
	このツールを活用する体制・技術上の課題

	１）ニューズレター・会報


	
	
	

	２）パンフレット


	
	
	

	３）ちらし・ビラ・ポスター


	
	
	

	４）活動成果の報告書


	
	
	

	５）ホームページ


	
	
	

	６）メール


	
	
	

	７）メール・マガジン


	
	
	

	８）行政による広報誌


	
	
	

	９）地域のタウン紙


	
	
	

	10）ケーブルテレビ、コミュニティＦＭ
	
	
	

	11）一般の新聞


	
	
	

	12）テレビ・ラジオなどのマスコミ放送
	
	
	

	13）情報誌、雑誌


	
	
	

	14）ネットワーク体・サポートセンター
	
	
	

	15）公民館などの公的機関
	
	
	

	16）慈善団体・商工会など地元のネットワーク
	
	
	

	17)関係者の集まる喫茶店・専門店
	
	
	

	18）口コミ、会員が持つネットワーク
	
	
	

	19）その他


	
	
	





戦略的広報の第一歩として必要なのは、団体の使命について、誰にとってもわかりやすいような形で表現し、資料を準備しておくことです。

１　団体のポジショニングを把握する
自分の団体が社会の中で、どのように見られているのか。各種の情報やデータに基づいて、常にいろいろなアングルから自分の団体を見つめ、自分の団体の社会的な位置づけや社会的意義、客観的評価、イメージ等を知っておくことが必要です。

次のような問いかけをしながら、団体の社会的位置づけを捉えなおしてみましょう。

●団体のポジショニング（位置づけ）を明確にするための問いかけ

□どういう目的、目標をもって活動している団体なのか？

□どのような理念・方針に基づいて運営されているか？

□これまでどのような成果をあげ、どのような将来構想をもっているのか？

□団体のプロフィール：設立背景・協力関係を持っている団体・規模・代表者の略歴

●市民や社会の自分の団体に対する認識についての調査とマネジメント

□団体のポジショニングが正確に伝わっているか、簡単な方法で調査する

□ポジショニングが正確に伝わっていないとすれば、その理由を探る

□修正する広報活動や、ポジショニングを正確に伝えるための広報活動の改善を行う。

●社会環境、背景・現状を十分把握する

□社会環境の変化、国民の意識・生活様式の変化、政府の方針などの中で、団体の活動目的・目標・運営方針などはそのまま受け入れられるのか？　それとも何らかの修正が必要か否かを検討する。

   団体のあり様も、社会環境も、時間と共に変化します。節目ごとに、こうした問いかけをすることによって、団体の使命をどのように伝えたらよいのか、ひいては広報活動の戦略が見えてくるでしょう。

２　団体の概要がわかる基本紹介キットをつくる
企業などが記者発表をする場合、企業に関する基本的資料をひとまとめにした「プレスキット」というものを作成します。プレスキットは、記者発表などの際に配布され、記者が記事を書くときに参考にしたり、情報を得たりするのに使用されたりします。

　これと同じ発想で、ＮＰＯも自らの団体を紹介する基本資料をひとまとめにしたキットを作っておくと便利です。記者発表だけでなく、寄付金の依頼や、公共施設などへのちらし設置の依頼など、活動のための協力を呼びかけるさまざまな場面で役立つでしょう。


●団体の基本紹介キットの内容例

□団体のプロフィール

　　（パンフレット、なければ団体歴をまとめておく）

　　　　正式な団体名、所在地・連絡先、代表者名、活動内容、団体の規模など

□過去数年間の事業や実績がわかる資料

　　（アニュアルレポート、あるいは事業の成果を記録した報告書など）

□最新のニューズレター・会報

□代表者の略歴と写真

□活動がひと目でわかるような写真

□第三者（新聞など）で紹介された活動についての記事

□その他

ただし、ＰＲ・協力を呼びかける場面によって適宜、選択・追加するとよいでしょう。

これらの基本紹介キットは、年度はじめなどに、年１回程度の割合で更新しておきましょう。これをフォルダーに入れ、ロゴマークや団体名、連絡先などを入れたシールを貼って保管し、必要な時に活用できるようにしておきましょう。
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（特）ボランタリーネイバーズ　


理事長　大西光夫





「戦略」というといかめしく聞こえますが、ＮＰＯが使命や活動を、対象とする人にきちんと伝えるには、「何を」「誰に」「どんな風に」伝えるかをしっかり考えることが必要です。


　大切な活動を発展させ、より効果的に働きかけていくために、いきあたりばったりの広報から、活動の中で位置付けをもった広報活動への転換を図りませんか－。








１　課題や考え方を多くの人に知ってもらう


　自分たちの活動への理解・共感を得ることは、ＮＰＯの広報にとって基本活動の一つです。新しく正確な情報を集め、分析すると共に、タイムリーに、また理解しやすいように表現する努力が求められます。


２　目的を実現する上での資源を集める


　ＮＰＯの目的を実現するためには、ひと・もの・金・情報といった資源を集め、それを運用することが必要です。対価が伴わないケースが多いＮＰＯでは、外部から資源を集めてくるのは必須の課題になります。活動に参加・協力してくれる人を増やすための努力とも言い換えることもできるでしょう。活動の発展に伴って、こうした運営のための間接的な活動の重要性が増してきます。


３　資源を獲得した際の説明責任


　呼びかけが実って、労力や寄付金を獲得した際に、その資源を活用して達成した成果を報告することは欠かせません。さらに、昨今、行政資金や企業の寄付金、財団からの助成金などを獲得することが多くなり、そうした報告も「第三者にとってわかりやすい」説明が問われるようになりました。


４　社会的環境や政策を変える


　自分たちの問題意識を理解してもらう延長線として、それに対して反応を得て、行動が生まれることで、時には政策を動かすことも可能です。それだけに、データなど正確な情報の把握、広域的な除法発信、インパクトのある表現力、人の組織化も含めたアプローチの仕方など、多岐にわたる力をつけていくことも必要です。また、問題意識を同じくする人・団体との情報ネットワークを作っていくことで、その影響力は拡大します。


５　情報の共有による参画の促進


　活動が広がりいろいろな立場の協力者・関係者が出てくると、情報の格差が生まれやすくなります。会議討論や活動報告などをきちんと伝達していくことで、信頼感が生まれ、活動への参加・参画意欲も高まります。








ＮＰＯの広報の目的











ポイント





コミュニケーションを起こす広報





現在はこの点は伝えているか。


どんな方法で伝えているか。


きちんと伝わっているだろうか。


より効果的な方法はないだろうか。








日頃の


準備





わかりやすい形で表現し、資料を準備する





「日頃の準備」の項は、八木誠「あんな時・こんな時広報マニュアル」（日経連広報部）を参考にし、ＮＰＯ用に再構成を試みました。
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